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はじめに

ＩR 年鑑前年号の原稿を執筆していた 2020 年 1 月、中
国・武漢での新型ウイルス発見のニュースが世界を駆け巡っ
た。日本国内では武漢より帰国した日本人の新型コロナウイ
ルス感染者が発見され、さらに初のクラスターとなった客船

「ダイヤモンドプリンセス」が横浜港沖合に到着した。
日本政府は国家主席の来日予定もあり、入国制限もせず、

旧正月に沸く中国人観光客を無制限に受け入れていたので
ある。また、中国との親密性を指摘されていたＷＨＯのテ
ドロス事務局長が「パンデミック宣言」を発信したのは、
遅れに遅れ３月 11 日のことである。

初動の早かった台湾は、1 月 20 日にはコロナ対策セン
ターを設置し、国家的な防疫処置をとり始め、マスクの増

産も早々に指示を出していた。一方、日本は、オリンピッ
ク開催年となっていたこともあり、本格的な入国制限を開
始したのは 4 月に入ってからであった。

国としての初動対応の差が、1 年後の感染が落ち着いて
いる台湾と第 3 波の真っただ中にある日本との違いとなっ
て表れることになる。トランプ大統領により、感染防止策
の初動が遅れたアメリカも現在では、世界一感染者数が多
い国となっている。

現状では、世界各国においてワクチン接種がスタートし
たものの計画通り進まず、コロナの猛威は衰えていない状
況であり、短期的には終息の光が見えてこない。おそらく、
2021 年つまり今年 1 年間は「With コロナ」にて、ビジネス
を進めていく覚悟を持ち、計画することが賢明であろう。

また、今後の長期的なビジネスを考えていく上で、温暖
化による自然災害、金融バブル崩壊による経済災害、今回
のような新型ウイルスの出現によるパンデミックなどリス
ク要因増加により、3 ～ 5 年単位にて何らかの災害発生と
なることが予想され、それに伴い、10 年単位と言われて
いたマーケットチェンジも同様に発生することを考慮しな
ければならない。

宿泊業界は、災害発生に備え、DX「デジタルトランス
フォーメーション」による経営判断の速度アップと効率化
を行い、大きなマーケットチェンジに対して経験を生かし、
変化を受け入れ、災害時にも敏速に対応できるハードウェ
ア、ソフトウェアの構築が必要となるであろう。

現状での重要なポイントは、今回のような状況下にお
けるマーケットの動きと自社の対応や成果を詳細に記録
し、管理しておくことである。今回のパンデミックにおい
て、多くの方が実感されていると思うが、「2008 年のリーマ
ンショック、2011 年の東日本大震災時の宿泊マーケットの
回復プロセスは、どうであったか？」という課題に対し、当
時の詳細な情報が自社の経験として記録されており、それら
の経験を基にしたノウハウが活用できているであろうか。

従来のマーケットは、1 年 365 日単位にて翌年も同様
の未来があり、1 年単位にてシーズナリティ・イベントな
どによる自社需要の強弱があることを認識し、常に記録を
取り活用してきた。しかし、今後は、先に述べたように、
３～５年毎に発生する可能性のある災害についても同様の
記録を取り、活用することが必要となる。

これらの記録は、1 年単位とは限らず、次の発生までの
スパンが長いため、担当者が移動している可能性もある。
個人管理ではなく、会社として管理体制を構築して管理し、
いつでも活用できるようにしておくべきであろう。

「With コロナ」のホテル運用

丸山英実 ( まるやま・ひでみ )
㈱サイグナス　代表取締役

2003 年 5月NECソフトウェア退社。同年 6月ホテル業界向けコン
サルティング会社、エム・エイチ・シー設立。04 年 7月㈱サイグナ
ス代表取締役就任。ホテル業界向けコンピューターシステム設計・
開発、データ分析ウェブサイトの運営、インターネット・イントラネッ
トシステムの構築、インターネットマーケティング支援、コンピュー
ターシステム保守・運用コンサルティング、ITコンサルティングなど
を行なっている。

㈱サイグナス　代表取締役 丸山 英実

IT 総論
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今後の会社としてのリスクマネージメントとして、災害
時には、日々のさまざまな数値管理と共に、日本の動向，
世界の動向、さらに自社にて実施した戦略とその成否を記
録し、今後の災害発生時に活用できるよう、管理しておく
ことが最も重要なことである。

アフターコロナの状況について

新型コロナによるパンデミック発生により、世界の生活
様式が一変した。近い将来、ワクチン、対処薬の開発がされ、
普及することは間違いない。しかし、終息後に完全にコロ
ナ発生前の状況に戻ることは難しいと考えられている。

企業がコロナ対策のために実施した、テレワークやオン
ライン会議でのワーキングスタイルの変革による出張・会
食の制限や宴会の自粛は、コロナ前の無駄な時間と経費を
明らかとし、同時に個人においても、外出機会の減少によ
る時間の余裕確保や支出削減の恩恵を受けることを実感し
た。この状態は、企業・個人の両者にとって有益であるこ
とは明白であるため、コロナ終息後もある程度、継続され
ていくことが予想される。しかしながら、実際に移動し、
人と直接会う、もしくは大人数で集まることの意義を再認
識し、3 密への欲求が蓄積されていることも間違いない。

コロナ終息後も、ビジネス活動における移動が減少し、
自宅にて過ごす時間が長くなる分、人々の観光・レジャー
や購買などに対する欲求は、大きくなることが予想される。
個人としては、自宅でのテレワーク実施により、いままで
以上に日常からの変化に対する欲求は強くなり、時間的余
裕と金銭的余裕の多くが、それらに充てられることも多い
に考えられる。旅行に関しては、当面、海外向けの移動制
限が続くことを考えれば、Go To トラベル再開後、国内旅
行マーケットが活況を帯びることは間違いないであろう。

今回のコロナ禍は、100 年前のスペイン風邪発生時には
なかった、ネット空間の IT インフラが整った状況にて発
生した。整備されたネット空間を最大限活用した生活様式
へと変換するタイミングを、より早めたと言えるかもしれ
ない。各企業は、コロナ禍の状況を一過性のものと済ます
ことはできず、今後の戦略や考え方を大きく変更しなけれ
ばならなくなった。

「With コロナ」の IT
アプリケーションシステムの形態

宿泊施設においては、出勤せざるを得ない部門は別とし、
事務部門や数値管理の部門は、在宅勤務の形態も可能とな
る環境整備が必要である。これらは、インターネット経由

でのシステムサービスが利用できるクラウド型を選択する
ことにより容易に実現できる。

選択するシステム形態は、従来の「オンプレミス型」と
呼ばれる自社内にすべてのインフラ、ハードウェア、アプ
リケーションを用意する形から、「クラウド型」と呼ばれ
る SaaS，PaaS，IssS とするべきである。クラウド型の選
択は、ネットワークへの接続が可能な場所であれば、働き
手の場所について、柔軟性を持てることが大きなメリット
となる。また、IoT と称される、インターネットに接続さ
れるすべての機器との親和性も装備している。

大きなマーケットチェンジが発生しやすい現在では、コ
スト面においても一度に大きな投資を必要とする「オンプ
レミス型」と比較し、月額利用料にて利用できる「クラウ
ド型」は、財政的にも寄与する面が多いと思われる。

レストラン部門においても、従来のような POS と呼ば
れるレジスター型のハードウェア導入から、クラウド型の
タブレット端末利用に移行していくと考えられる。

データ蓄積や処理をするシステムは、クラウド型にて提
供され、タブレットと伝票発行などの周辺機器さえそろっ
てしまえば、タブレット型の端末でも十分運用可能である。

将来的には、ゲストのスマートフォンからのオーダーす
る形態へも容易に進化できる可能性なども秘めている。

但し、SaaS 型のシステムを採用する場合、データの保
全性や個人情報の漏洩などのセキュリティー性、ネット
ワーク障害によるシステムの停止などのリスク管理が必要
となってくることを忘れてはならない。

システムのインフラ形態は、クラウド型の選択が主流
となる。ネットワークにおける冗長性とデータセキュリ
ティーには注意が必要である。

ホテルにおける「非接触」を目指したシステム導入

最近大手チェーンが採用して、注目されているのが、自
社のスマートフォンアプリ開発によるゲストサービスへの
取り組みである。これは、スマートフォンを利用し、ゲス
ト自身の操作により宿泊予約、部屋の選択、チェックイ
ン、チェックアウトが可能となり、スマートフォンが部屋
のキーになることにて、チェックインからチェックアウト
までの全工程をスマーフォンのみで完結できることを目指
している。（法律の定める人的行為は必要である）

最近では、「事前チェックイン」と呼ばれる機能もあり、
例えば到着前、あるいは前日に、バーチャルにてチェック
インが可能となる機能である、当然、支払いはその時点に
おいて決済され、ノーショウ、キャンセルの防止にもつな
がり、当日でもキャンセル料が取りにくいコロナ禍の状況
においても有効な機能である。

Information Technology



8

世界のメガチェーンでは、2015 年頃よりスマートフォ
ンを利用した同様のサービスを展開している。今後、日本
においても、クラウド型ＰＭＳ普及により、データ共有を
より簡単に実施することが可能となったことを受け、各
チェーンのスマーフォン専用アプリ開発は普及の速度が加
速するであろう。

また、もう一歩進めて、ゲスト入室後の部屋の操作、照
明、エアコン、カーテンの開閉まで、ゲストのスマートフォ
ンにて操作可能となることにより、部屋内における接触も
最低限に抑えることができる。この技術は、室内のコント
ロールボックスに部屋内のあらゆる操作を集約しておくこ
とにより、コントロールボックスとゲストのスマートフォ
ンのブルートゥース接続のみにて、容易に実現可能であろ
う。最近では、客室にタブレット設置の動きが見られるが、
前述の仕組みを採用した場合には、ゲストのスマートフォ
ンが代用されることで、タブレット端末への投資も削減す
ることができるだろう。

これらの仕組みは、一見、接触を回避し、且つゲストへ
の利便性を高める仕組み構築に見えるが、実は、現場作業
の大きな省力化と従来のハードウェアへの投資削減をも実
現する。

コスト削減内容として考えられる大きな利点として、
「チェックイン・チェックアウト時におけるスタッフの作
業削減」、「カードキー原価の削減」、「部屋アサイン作業の
削減」、「会員の確保（このサービスはチェーンホテル会員
に限られる）」などが考えられる。さらには、ハードウェ
アへの投資として、大きな投資とメンテナンス費用が必要
であった「自動チェックイン、チェックアウトと精算」を
実施するハードウェア導入が必要なくなることを示唆して
いる。

ゲストの端末にて部屋アサイン、チェックイン、チェッ
クアウトが可能であるということは、従業員のスマート
フォンからも同様の操作が可能であり、チェックインカウ
ンタ－の端末不足により、チェックインが込み合う時間帯
には、自身のスマートフォンもしくはホテルの専用スマー
トフォンなどにより、権限のある ID にてログイン、その
場でチェックインを行い、ゲストに部屋のキーをダウン
ロードしてもらえればチェックインが完結する。

今後、インフラは基本的にクラウドコンピューティング
となり、文字入力を主体とした業務以外の端末は、すべて
タブレットかスマートフォンとなる方向で発展していくで
あろう。現状のソフトウェアは、基本的にスマートフォン
のアプリに集約されていく流れであり、それが発展するこ
とにより、現在フロントにて処理していた作業の多くは、
ゲスト自身にて実行してくれるようになる。

ホテル・旅館業界におけるネットワーク環境の状況にお
いても、ゲストサービスの一環として、館内のあらゆる場
所に Wi-Fi 環境が構築され始めている。この環境を利用す

れば、すべての場所において、タブレット端末、スマート
フォンの利用が可能となる。

また、ホテル・旅館にとって、常に悩まされてきた問題
点であるネットワークの配線（特に、老朽化した建物の致
命的とも思われる配管の細さ）は、無線を利用することに
より解消することができる。

今後のリノベーションにおいては、「非接触」をテーマ
として、従来ホテルの常識と考えられていた人のサービス
によるホテル運用にとらわれることなく、スマートフォン
アプリを活用したゲストへの作業分担を図り、自社ブラン
ドに適用できるハードウェアやソフトウェアの選択を実施
することが重要である。

「With コロナ」のレベニューマネジメント

レベニューマネジメントは、高需要時期に効力を発揮す
ることはもちろんであるが、低需要時期にも大きな役割を
果たす。

高需要期のレベニューマネジメントは、需要と残室を常
に注意しながら、目標稼働率は常に 100％で、レートコ
ントロールを実施することにより、ADR アップを計り収
益を最大化することを目指してきた。

現状のように、政府の対策発表・実施、感染者数増減など、
報道の取り上げ方により、人々の心理への影響は大きく、
すぐに行動抑制となって表面化する。いままでの、経験や
パターンの活用ができなくなるため、従来通りのフォー
キャストでは、精度が著しく低下し、人員や運用経費のコ
ントロールが不可能な状態となる。デイリーフォーキャス
ト作業の強化が必要である。

災害時や低需要期になると、常に稼働率 100％の目標
を設定し運用していくことが、経営の非効率を発生させ
る。このような状況下では、従来の目標値であった稼働率
100% から、各日に対して計画的な稼働率の目標値を設定・
コントロールしていくことによる、利益のコントロールが
必要となる。

フォーキャストにより、最大でも稼働率 50% しか実現
できそうにない場合には、目標値を 50% に設定し、稼働
率 50% における売り上げ最大化と利益最大化（もしくは
損失最小化）とのバランスを取る必要がある。設定した目
標稼働率にて自社のブランドやサービスレベルを維持でき
る人員構成や清掃体制などを調整し、利益を出せる体制を
構築する。

レベニューマネージャーは、低稼働率ながらも、目標値
を上回る場合には、ADR をアップさせることにより稼働
率を 50% に抑え込むことが必要である。もし、目標稼働
率以上に販売してしまうと、サービス人員が不足や、三密

IT 総論
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が回避できなくなることにより、自ホテルのブランドが棄
損するリスクがあることを肝に銘じておかなければならな
い。

高需要期には、見過ごしていたチャネル販売手数料も低
需要期には、大きなコストとして利益へのインパクトを与
えるので、綿密なチャネルコントロールも必要となる。チャ
ネルコントロールは、収益を上げるためにあるのではなく、
利益を上げるためのコントロールであることを忘れてはな
らない。

With コロナのレベニューマネジメントは、これまでの
売り上げ最大化を目指してきたレベニューマネジメントか
ら、利益の最大化（損失の最小化）を目指したレベニュー
マネジメントへと変換が求められる。レベニューマネー
ジャーは、デイリーフォーキャスト作業を一層強化して、
売り上げアップを目指すだけではなく、適切な稼働率を目
標設定し、稼働率をコントロールすることにより、利益を
最大化する。そのためには、コスト構造やホテル運用体制
にも気を配らなければならない。

今後のレベニューマネジメントシステム

レベニューマネジメントの発展と普及により、宿泊料金
の変更作業や部屋の在庫調整を頻繁に行うことが多くなっ
ている。先３～６ヶ月先の宿泊プランを WEB にて販売す
ることが一般的となっており、コロナ禍の現在も変わらな
い。

先１８０日各日の予約や需要の状況を分析し、予約の進
捗を確認しながら料金を変更していくためには、人材と作
業時間が必要となる。しかしながら、ホテルにとって、有
能なレベニューマネージャーを置くことは、人材的・コス
ト的側面からも困難になりつつある。

そこで、今後、レベニューマネジメントシステムに求め
られる機能は、自社の状況と競合ホテルの販売状況を自ら
収集し、分析することによる料金や販売制限の推奨をする
仕組みであり、システムによる料金自動コントロール機能
の導入が進んでくることが予想される。

これにより、先１８０日に対しての人為的チェックにて
発生しがちな「需要がないと思い込んでしまった日をつい
見落としてしまい、気づいてみたら安い料金で満室になっ
ていた」という見落としなどが削減可能となる。

チェーンホテルにおいては、レベニューマネジメント作
業のセンター化も進んでいる。センター化するためには、
システムにて、個別ホテルのレベニューマネジメント的分
析作業を行い、販売推奨価格を算出し、最終判断は人間が
指示できるような仕組みを作り、1 人のレベニューマネー
ジャーが複数ホテルをコントロールしていく形態を構築し

なければならない。
最終的な判断は人間がすることを前提とした場合、シス

テムの分析内容や決定のプロセスが明確になっており、最
終判断をする人間がそれらのプロセスを理解することがで
きるシステムの選定が必要になる。システムがすべてコン
トロールするわけではなく、「システムが分析の大部分を
担い、提案をしてくれる」観点に立つことにより「人間に
しかできない」と思われていた業務にもシステムを取り入
れていくことができるであろう。

さらには、人間が考察する理論を徐々にシステムへ組み
込んで、実施検証していくことで、レベニューマネジメン
トシステムの担う業務範囲が増えていくのが理想である。

IT システムの発展は、今後の日本における人口減、働
き手の減少という状況に対応していくことの重要なポイン
トとなる。そのためには、常に最新の IT サービス情報に
はアンテナを張り巡らせておき、玉石混交の製品群より自
社に最適なシステムを選定できる知識と知見を磨いておく
ことが必要である。

終わりに

少なくとも、2021 年前半は、コロナ禍が継続する見通
しである。現状のコロナ禍が終息すれば、インバウンドの
回復が早いと思われる。現時点においても、アジア諸国に
おいて、行きたい国　№ 1 は「日本」である。

東京五輪については、無観客の実施となった場合でも、
選手と関係者だけでの数万人の入国規模になる。すでに、
半年を切っている７月に全世界が集団免疫を獲得している
状況は想像しにくい状況であるため、中止、再延期の可能
性が高い状況であると思われる。

2019 年までは、東京五輪を目指して、ひたすら右肩上
がりで走り続けてきた日本であるが、まずは、国内マーケッ
トの回復、来年からのインバウンド復活を期待し、各自の
時間的余裕のある状況を活用して、いまできる最大限の準
備をしておくことが重要であろう。

Information Technology


